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研究代表者 竹原 健二（国立成育医療研究センター研究所政策科学研究部・部長） 
           

研究要旨  
背景：「成育基本法」の基本方針に「父親の孤立」が課題として掲げられ、父親も支援の対象で

あることや、そうした理解を広めることの重要性が言及されている。一方で、父親支援の取り組

みを各地で立ち上げるには、まだ情報の不足や環境が整っていない状況といえる。父親の健康や

生活の実態やそのリスク因子、その後への影響などについては科学的根拠が十分に蓄積されて

いるとは言えないことや、具体的な介入・支援の方法や優先すべきターゲットの選定についても

情報や知見が不足しているのが現状であろう。 
そこで本研究では、わが国の父親の健康状態や生活の実態の解明と、地域における父親支援の

方法や評価について情報の整理と発信に取り組み、父親支援の活性化に資することを目的に、

様々な調査・研究に取り組んでいる。 
方法：本研究では昨年度から引き続き、日本の父親の健康・生活実態把握（課題 1：二次データ

解析）、父親支援の既存制度の把握（課題 2：一次データ収集）、父親支援の海外調査（課題 3：
既存資料のレビュー）、自治体の父親支援モデルの構築・評価（課題 4：モデル構築・評価）の 4
つの課題に取り組んだ。新たに、父親の支援ニーズに関する調査（課題 4-2：自治体における一

次データ収集・解析）を追加し、研究分担者・研究協力者とともに取り組んだ。 
結果：政府統計を用いて、父親の生活時間や育児ストレスの要因、父子家庭や障がいのある子ど

もの父親の健康状態などを明らかにした。また、政府統計における父親に関連する項目の記述を

おこない、実態を明らかにした。全国の 814 の都市自治体の子育て支援担当者を対象に、父親支

援の実施状況を尋ね 351 自治体（43％）からの回答を得た。子育て支援 4 事業内の父親支援の取

り組みは、全体の 30%程度にとどまっていることを明らかにした。令和 2 年度の調査で父親を

主な対象として事業を実施していた自治体のうち、21 自治体から事業事例の聞き取りをおこな

い、事例集の作成をおこなった。職域および周産期における父親への介入に関する系統的レビュ

ーを進め、職域のレビューは論文として出版され完了した。父親支援のモデルとして、介入資材

の改訂をおこない、介入研究の計画立案をおこなった。追加された父親のニーズ調査は、研究計

画の立案および倫理委員会への申請をおこない、翌年度に調査を実施する準備が整った。 
考察：新型コロナウイルス感染症の流行にともない、当初の計画からは変更を余儀なくされた部

分もあるが、二次データ解析や既存資料の整理は順調に進めることができた。徐々にそれらの成

果が学術論文などの形で公表できるようになってきている。さらに父親のニーズ調査の準備を

完了することもでき、順調に進展していると考えられる。 
次年度への課題：初年度、今年度で得られた知見がだいぶ充実してきており、来年度は最終年度

として、それらの知見を自治体や企業、一般の方々へ還元することに注力し、自治体による父親

支援の実施支援・社会実装の推進に貢献することが強く求められる。  
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Ａ．研究目的 
わが国では「イクメン」ブームを端緒として、

父親の育児が注目されるようになった。一方で、

約 10％の父親が産後うつと判定され 1-3)、国内

の研究のメタ解析の結果（9.7％）は、国際的な

メタ解析の結果（8.4%）と近似している 4-5)。こ

のように、父親が家事・育児により関わる社会

を目指している一方で、その過程で父親にも健

康リスクが生じている可能性が指摘されてい

る。 
こうした背景もあり、わが国では、「成育基本

法」の基本方針に「父親の孤立」が課題として

掲げられ、父親も支援の対象であることや、そ

うした理解を広めることの重要性が示された。

国や自治体は父親を支援するための方策を考

え・取り組むことが望まれているものの、父親

支援は新たな取り組みであり、その立ち上げに

必要な根拠が乏しいのが現状であろう。 
そこで、その知見不足の改善に取り組むこと

が本研究の目指していることである。本研究で

は、わが国の父親の健康状態や生活の実態の解

明と、地域における父親支援の方法や評価につ

いて情報の整理と発信に取り組み、父親支援の

活性化に向けて様々な調査・研究をおこなって

いく。研究班の活動の 2 年目である今年度は、

昨年度から継続した 4 つの課題と、年度途中で

新規に課題として設置した 1 課題の計 5 課題に

ついて、それぞれ以下の目的のもと研究をおこ

なった（図１）。 
課題１：わが国の父親の健康状態や生活の実態、

評価方法を把握するために、先行研究のレビュ

ーや、政府統計などの代表性の高いデータ解析

により科学的根拠を提示する。 
課題２：現行の父親支援の取り組みについて、

全国の都市自治体の子育て支援担当を対象に

情報を収集する。また、父親支援の事例集を作

成する。 
課題３：職域および周産期における父親支援に

関する先行研究を系統的にレビューする。 
課題４：次年度以降に実施する自治体への介入

研究もしくは事業評価に向けた準備として、介

入プログラムや評価ツールの開発と実施する

自治体の選定を進める。 
課題４-2：父親の支援ニーズ、抱えているモヤ
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モヤなどについて質問票を用いて実態を把握

する。 
 
Ｂ．研究方法 
１．日本の父親の健康・生活実態把握（課題 1：
二次データ解析） 
 厚生労働省が収集している国民生活基礎調

査および 21 世紀出生児縦断調査、総務省が収

集している社会生活基本調査の計 3 つの政府統

計のデータについて、二次利用申請をおこない

取得した。それらのデータをもとに、初年度か

ら実施している 6 つの課題に加え、今年度新た

に 6 つの課題に関する分析を試みた。また、父

親の育児参加の影響に関するわが国における

先行研究の知見を整理した（※はすでに論文と

して受理・掲載された課題）。 
＜初年度からの継続した取り組み＞ 
• ※父親の一日の生活時間の実態把握 
• 父親の育児参加に関連する要因の分析 
• ※父親の育児ストレスに関連する要因の分

析 
• ※父親の育児参加の効果に関する国内研究

の知見のまとめ 
• ※父子世帯における父親の精神的不調に関

連する要因の分析 
• ※障がいのある子どもがいる世帯の父親の

健康状態 
 
＜今年度新たに着手した取り組み＞ 
• 父親の育児参加とテレビの視聴時間 
• 父親の育児参加と母親のしつけ 
• 父親の育児参加と 16 歳時点での精神的健

康度 
• 父親の育児参加と 8 歳時点での子どもの行

動 
• 父親の育児参加と離婚 
• 母親の雇用の継続に関連する要因 
 

さらに、21 世紀出生児縦断調査における第１

回（子どもの年齢：生後 6か月）から第６回（同：

5 歳 6 か月）のデータに含まれている父親に関

する項目を集計した。 
 

２．父親支援の既存制度の把握（課題 2：一次

データ収集） 
父親支援の実施状況や今後の展望を把握す

るために、令和 3 年 12 月に全国 814 の都市自

治体の子育て支援担当者に対して郵送留め置

き法による質問票調査をおこなった。主な調査

内容は新型コロナ感染症の影響がなかった令

和元年度の父親支援に関連する事業の実施状

況や母子保健担当などとの連携の有無などと

した。 
また、令和 2 年度に全国の母子保健担当者に

実施した調査結果から、父親を主たる対象にし

た事業を実施していた自治体に対して、その事

例に関するヒアリングをおこなった。 
 

３．父親支援の海外調査（課題 3：既存資料の

レビュー） 
 外国における父親支援の介入方法について

把握するために、職域における父親を対象とし

た介入研究と、周産期における父親を対象とし

た介入研究に関する 2 つの系統的レビューに取

り組んだ。 
 
４．自治体の父親支援モデルの構築・評価（課

題 4：モデル構築・評価） 
 父親支援のモデルとして、新生児の父親に育

児への主体的関わりを促す心理教育リーフレ

ットのドラフト作成と、その効果を検証するた

めの無作為化比較試験の研究計画の検討をお

こなった。 
 
５．父親の支援ニーズに関する実態把握（課題

4-2：アンケート調査） 
 父親の支援ニーズやモヤモヤを明らかにす

るために計4時点（母子健康手帳交付時ならび

に乳幼児健康診査時[3～4か月児、1歳6か月児、

3歳児]）で父親を対象にWebアンケート調査へ

の参加協力依頼をおこなう研究計画を策定し、

国立成育医療研究センターの倫理審査委員会

に申請した。 
 昨年度調査にて更なるアンケート調査に協

力可能であると回答した自治体（247団体）のう
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ち、令和3年9月に調査協力依頼のはがきを送付

し、協力の可否の確認をおこない、協力しても

よいという回答が得られた97か所を候補に実

際の手順などの確認・協議をおこなった。 
 
６．倫理的配慮 
 本研究で実施した活動については、国立成育

医療研究センターの倫理審査委員会の承認を

得て実施されている。本年度は新たに子育て支

援担当への調査および父親の支援ニーズに関

する調査の2件について倫理審査委員会に申請

をおこなった（2021-177、2021-193）。また、政

府統計の利用に関しては統計法第33条の手続

きに基づいて、承認を得た上でおこなっている。 
 
Ｃ．研究結果    
１．日本の父親の健康・生活実態把握（課題 1：
二次データ解析） 
 取り組んだ 12 の課題のうち、5 課題は論文化

することができた。父親の生活時間に関する分

析から、勤務日における 1 日の「仕事関連時間

（仕事時間＋通勤時間）」が 12 時間以上の父親

が 36％で、最も多いことがわかった。この群に

おける家事・育児関連時間の平均は 10 分だっ

た。また、国が目標とする 150 分/日の家事・育

児時間を確保するためには、仕事・通勤の時間

の削減が不可欠であることを示した。 
障がいがある子どもがいる世帯の父親の健

康状態の分析では、障がいがある子どもがいる

世帯の父親はいない世帯の父親と比較して、メ

ンタルヘルスが悪い傾向が見られた。 
父親の社会経済状況および健康状態の分析

からは、メンタルヘルスの状況が良くないと思

われる父親が 3～4％いることが明らかになっ

た。 
また、政府統計の記述的な分析から、父親の

育児参加の状況に関しては、平成 22 年時点で

の調査では、調査参加にしている世帯の父親の

育児休業の取得率は、1.9％と低く、かつ取得期

間が 1 ヶ月未満の割合が 81％と短いことが明

らかになった。 
 

２．父親支援の既存制度の把握（課題 2：一次

データ収集） 
 814 の都市自治体のうち、351 自治体(43％)か
ら回答を得た。子育て支援部署における子育て

支援 4 事業内の父親支援の取り組みは、全体の

30%程度にとどまっており、積極的に取り組ま

れているとは言い難い状況である。またそれと

は別に自治体独自の父親支援は 30%程度実施

されており「産前父親支援、父親参加型イベン

ト、父子手帳」などの取り組みが見られた。法

律や制度内において、明確に父親に対する規定

がない中で、自治体の裁量や判断に父親支援が

委ねられていることが明らかになった。 
 ヒアリング調査は 21 の自治体から回答を得

た。事業の目的は父親育児支援、母親育児支援、

子育て支援、共働き夫婦育児支援、男性健康・

食育健康支援、が挙げられていた。実施時期は

産前の男性を対象とした事業 11、育児期は 10
であり、自治体ごとに工夫された内容であり参

加者の評価も良好であった。 
 
３．父親支援の海外調査（課題 3：既存資料の

レビュー） 
職域における労働環境の改善を目的とした

父親（両親）対象介入研究の系統的レビューで

は、7 研究（19 論文）が特定され、5 つのタイ

プの介入プログラムが本レビューに含まれた。

今年度は進められていた解析結果をもとに英

文誌に学術論文が掲載された。 
周産期の父親を対象とした介入研究のスコ

ーピング・レビューに関して、タイトル・アブ

ストラクトによるスクリーニングをおこなっ

た結果、608 件の文献が抽出された。フルテキ

スト・スクリーニングを行い、当初設定してい

た除外基準を基に文献を選択した結果、355 件

が候補文献として残った。レビューに含める文

献の件数を絞り込むため、追加での除外基準を

検討し、今回は父親の健康や育児に焦点を当て

た研究を対象とすることにした。文献選択とデ

ータ抽出・整理を進めた。 
 
４．自治体の父親支援モデルの構築・評価（課
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題 4：モデル構築・評価） 
 介入モデルとして、新生児の父親に育児への

主体的関わりを促す心理教育リーフレットの

ドラフト作成をおこなった。リーフレットは、

米国で父親支援に取り組む研究者の枠組みを

参考に、発達心理学や公衆衛生学、対人関係療

法などの様々な理論・ポイントを踏まえた 4 ペ

ージからなるものとした。 
 自治体において、出産後間もない子どもの父

親および母親を対象に、上記のリーフレットを

配布することが、父親の育児関与に及ぼす影響

を検討することを目的とした無作為化比較試

験の研究計画の検討・策定をおこなった。対象

者は無作為に 2 群（リーフレットの配布時期が

異なる）に割り付けられ、主要評価項目である

産後 3～4 か月時の父親の育児行動得点への影

響を検討する計画とした。 
 
５．父親の支援ニーズに関する実態把握（課題

4-2：アンケート調査） 
 研究計画書および母子健康手帳交付時なら

びに乳幼児健康診査時の計 4 時点で使用するた

めの質問票を作成した。またその質問票は（株）

インテージに委託し、Web アンケートシステム

を構築した。 
 調査協力可能と返答を受けた 97 自治体の担

当者に個別に説明などをおこない、最終的に 68
自治体から協力が得られることとなり、調査実

施準備を完了した。 
 
Ｄ．考察 
 政府統計の二次データ解析や、自治体や企業

への調査、海外の実態調査などを精力的に進め

ることができた。その中でも、父親の健康リス

クや生活実態などについて多くの論文を出版

することができた。特に生活実態に関する論文

では、父親が家事・育児により関わるためには

長時間労働や通勤時間の短縮が不可欠である

ことを明確に示すことができ、今後の父親支援

およびワークライフバランスを推進する際の

重要な知見になり得ると考えられる。また、こ

の成果はマスメディアにも広くとり上げられ、

一般市民への発信にもつながった。 
 自治体の父親支援事業の実施状況について

もその把握を完了し、先駆的な取り組みについ

ての事例集の作成もおこなうことができた。ま

た、国内の事例だけではまだ情報や事例が十分

とは言えない中で、海外の介入研究の知見の整

理も進んだことで、父親支援事業を実施するた

めの情報の蓄積も進んだ。 
 次年度は研究班の最終年次である。蓄積され

た情報を整理して、自治体の担当者や父親支援

に関連する専門家に広く還元する取り組みが

重要になる。並行して、モデル介入の効果検証

の無作為化比較試験や、父親の支援ニーズに関

する横断調査によるデータの収集とその解析・

評価の実施に取り組み、父親支援の社会実装を

促進するためにしっかりと貢献することを目

指していく。 
 
Ｅ．結論    

二次データ解析、自治体や企業への調査、海

外の既存資料のレビュー、国内の自治体への介

入に向けたモデル構築・評価、父親の支援ニー

ズの把握の 5 つの課題について、科学的根拠の

創出や基礎資料の作成、事業の実施状況の把握

や事例集の作成など、幅広い成果が得られた。

来年度の社会還元・社会実装の推進に向けた準

備は順調に整っていると考えられる。 
 
謝辞 
本研究班の活動にご協力くださいましたすべ

ての自治体関係者の皆様に深くお礼申し上げま

す。 
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１． 論文発表 
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藤承彦、新村美知、 竹原健二. 末子が未就

学児の子どもを持つ父親の労働日における
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022；69(5):321-337.（査読あり） 
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ehara K. Factors related to Parenting Stress
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現状. 保健師ジャーナル（in press）. 
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s or Parents: A Systematic Review. Int J 
Environ Res Public Health. 2022 Apr 14;1
9(8):4779. （査読あり） 

 
２. 学会発表 
1） 高木悦子、小崎恭弘、阿川勇太、竹原健二．
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（東京）．2021． 
2） 高木悦子、小崎恭弘、阿川勇太．コロナ禍

における全国自治体での母子保健事業お

よび父親支援の実施状況の調査．第10回日

本公衆衛生看護学会学術集会．2022． 
3） 大塚美耶子、竹原健二、加藤承彦、越智真
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２. 実用新案登録 なし 
３. その他 なし 
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図１．研究班の活動の全容と目標 



 

8 
 

 


